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Abstract 

This paper discusses the one that how was the plan that the enterprises etc. set to business continuity 

plan (BCP: Business Continuity Plan) in a East Japan great earthquake able to be executed, and it did 

not do are verified, how it works in the review and the revival vision of BCP is examined. 

Especially, a feature thing means BCP by one single company is not effective and useful for large-scale 

disaster like this time but the overall respectively a plan and the usual preparation and training are 

necessary when the decision of the cooperation (Risk management in the Supply Chain mainly in 

manufacturing industries) between the enterprises and the countermeasure is needed in each business 

field in each product field. It was urged it not only corresponded by the affiliate (KEIRETSU)that had 

been said so far but also to correspond by cooperation as the industry, cooperation, and support 

exceeding the affiliate( Beyond KEIRETSU) .  

Moreover, the necessity for examining measures in the region and the community (in this case, it is a 

range to have rolled the local government, the municipality, the village, and the small 

district<Shuuraku>) became clear in a local enterprise and the local industry that took root in the 

region. Naturally, the part that exceeded the administrative service to a so-called resident comes out, 

too. In this sense, the plan and relationship by enterprises, local government, and the 

citizens(San-Kan-Min relationship)are requested.  

It is necessary to construct the revival vision in a region that will be advanced by depopulation that 

raises the economic efficiency more safely and considers the environment (in natural and industrial 

and social, etc.) in addition as declining birthrate and a growing proportion of elderly people [shi] and a 

result with not the restoration that returns to the current situation as a revival vision but the 

industrial society that globalizes it. 
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１． はじめに 

東日本大震災（2011 年 3 月 11 日）の発生により、インフラストラクチャーの被害ならびに地域

経済のみならず日本の中核産業である自動車、電子・電機産業への部品供給産業や、それらを支

える素材産業の設備も大きく損壊し、その結果日本の関連産業におけるサプライチェーンの分断

が起こり、製品の製造、供給に大きな影響を与えた。従来、個別企業及び系列企業群（継続的取

引を行ってきた協力企業も含め）ではそれなりに事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、又は準備を

してきたはずであった。しかし、このたびのような広域で且つ大規模な災害までは想定しきれて

いなかった。 

さらに、福島第一原子力発電所の事故（地震、津波により引き起こされた二次災害および発電所

運転に係わる人災）にともなう操業停止とその後の処理・対応（放射性物質の放出に伴う避難勧

告の遅れ）はやはり想定されていなかった。これに加えて電力不足による東京電力管内の計画停

電といったエネルギー供給不安定に伴う生産活動の縮小、変則的な生産体制の要請・自为的な対

応による苦渋の選択と費用負担が発生した。これらの状況が判明する中、一方で製造業を支える

各種インフラストラクチャーの被災と復旧の対応、さらに住民生活に欠かせない各種の物資（食

糧、水・飲料、エネルギー源＜灯油・ガソリン、ディーゼル等＞、生活用品＜消耗品＞、衣類、

医薬品等）の物流・流通においても種々の問題点が露呈し、見直し再設計が必要となった。本論

では東日本大震災におけるＢＣＰ適用の現状と復興ビジョンについて―サプライチェーンの観点

から―という視点で考察し、対策素案を立ててみる。 

 

２． 調査手法及び分析の考え 

2.1 調査手法 

調査手法として、为にインターネットを利用する。官公庁の調査報告書、官庁系調査・研究機関、

各種民間調査機関、金融機関（銀行、信用金庫等）の各種報告、損害保険会社の調査・報告書、

民間企業のＢＣＰに対する取組/調査を基にした。一部地方公共団体の取り組みも参考とした。 

大災害、社会異変等に関する情報は、文献や論文として発表されるに至るまでは時間が掛るた

め情報の信頼性よりは新鮮度（新規性）を重視する立場からこの方向とした。 

2.2 分析の考え方 

トピックス性の高いテーマであるため、分析も数理・定量解析よりは、定性的な分析並びに表記

を为とした。なお、定量的な分析については、経済産業研究所为催の「東日本大震災東日本大震

災後の持続的経済成長にむけて：経済基盤再構築と政策対応」をテーマとするシンポジウム（2011
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年 11月 15 日）にて公開された資料等も参考に分析する。 

 

３． 東日本大震災の産業被災地と被害の実情 

 大まかに、今回の被災地域について概括すると以下の通りである。 

地震並びに津波の被害関連では北は青森県太平洋岸の一部、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、千

葉県太平洋沿岸部におよび、インフラストラクチャー関連では、東北新幹線、東北縦貫道を始め、

太平洋岸の鉄道、港湾設備が被災した。二次被害として原子力発電所の事故とこれに起因する放射

性物質の拡散では風評被害も含め、秋田、山形、新潟、関東全域（特に人口が多い東京での反応）、

静岡県、そして東日本全域にも及んだ。三次被害としての電力不足対応での計画停電は、産業及び

都市部住民にも及んだ。一次災害での産業に与えた影響はサプライチェーンを通して現れた。以下

にサプライチェーンの一般的なモデルを図示する。この図を基に産業被災でのサプライチェーンの

状況を確認する。 

 

「サプライチェーンのモデル」（筆者作成） 

 

3.1 被災地域 

被災地として北は岩手県北部から三陸、宮城県、福島県、茨城県、千葉県の太平洋沿岸部であり、

二次被害としての放射性物質の放出・拡散の影響では福島県のみならず北関東各県、埼玉県、東

京都、神奈川県、遠く静岡県まで及んでいる。三次被害としては、東京電力等の発電能力の不足

（原子力発電所の稼動停止および定期点検と再稼動が許可にならない等の要因で発生）による計

画停電の实施とこれによる製造業を中心とした生産体制の見直しや生産活動の低下が上げられる。

この影響は特に自家発電設備等を持たない中堅・中小企業に大きく影響した。一部では東日本地

域の工場から西日本地域の工場への生産拠点の移転や事務所機能の移転にも現れた。本論では一

次被災・被害に焦点を絞って論議したい。なお三次被害も産業活動に大きな影響を及ぼしたので

一部含める。 

3.2 産業ごとの被害 

産業としては 1次産業（水産業、農業、林業）と 2次産業である製造業（素材産業、組立型産業

等）、3次産業では小売業を中心とし、サービス業(観光業等)があるが地域により個別状況は大き

く異なる。本論では特に製造業を中心に、1 次産業と近い食品加工業を対象とする。まず養殖・

水産業が大きな打撃を受けた。沿岸・近海・遠洋漁業の停止である。（船舶の損出、いけす・筏の
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破損・流出による業務不能）更に原料水産品の手配・入手不能による水産加工業がある。さらに

津波、塩害による農作物被害も各所で派生している。（当然、農機、肥料等の被害もある。）追い

討ちを掛けるように 2次被害として放射性物質関連で、米（作付も含め）、野菜・椎茸等、果实、

又畜産・酪農農家（牛、豚、鶏、牛乳等）の作付け、出荷等の影響があげられる。 

現在、食品の許容放射線量の基準が発表されたことにより、更に深刻度を増している。 

3.3 製造業の被害 

3.3.1 自動車、電子部品関連の被害 

これらの産業の大企業及び関連企業並に一次協力会社等の系列企業の立地は、東北縦貫道を中心

に立地し、設備そのものへの被害は思ったほど多くはなかったが、二次下請け以降の協力会社の

被害や復旧、在庫（原材料、中間製品、製品＜部品やユニット＞）については、的確な把握がで

きず、その被害や供給体制等の情報把握に手間取った。これには情報伝達手段としての携帯電話

の使用不能（中継基地の被害と混雑の両方）が大きく影響した。 

特にサプライチェーンの末端、細部までの把握に手間取ったことにあるが、今回の震災が予想を

上回る範囲（広域に跨った）で発生したことによる。 

3.3.2 素材産業の被害 

基礎化学品および製油所、紙･パルプ工場、半導体用シリコン工場、精密化学原料等の製造設備の

被害が大きく、これ等からの原料を基にした一次加工、二次加工工場への供給削減がサプライチ

ェーンの分断を通して、各種の産業の生産中止や大幅削減となった。特にエレクトロニクス関連

や自動車の部品、ユニットの製造に影響したことによる。これ等に関しては、経済産業省による

「東日本大震災後の産業实態緊急調査」「サプライチェーンへの影響調査」平成 23 年 4 月 26 日に

事例として述べられているので参照願いたい。 

3.3.3 完成品業界の被害 

素材産業並びに一次加工、二次加工業の製造中止や大幅生産削減は完成品工場の操業に大きく影

響した。これにより金属加工業界、樹脂加工業界、セラミックス業界、木質系資材業界より、サ

プライチェーンの中核産業として最終完成品業界である自動車、電機・電子、そして住宅産業へ

も及んだ。更に大きな影響を与えたのは、ジャスト・イン・タイムによる生産方式を導入してい

たことによる在庫圧縮による効率的生産とサイクル（サプライチェーンを通して）の短縮化、過

尐とも言える在庫削減が今回のサプライチェーンの分断といった影響として表面化した。 

3.4.海外への影響（製造分野、部品販売等での影響） 

特に、日本の中心的な輸出産業であり、かつグローバルでの海外生産拠点も含めた製造戦略を

とっていた自動車産業、電子機器産業、精密機器産業にとっては、海外での生産に必要な部品

の供給が途絶えるというサプライチェーンの分断、停止という問題が発生した。 

又、グローバル化における国際調達を行っていた、米欧の多国籍企業にとっても、日本からの

部品調達の停止は大きな生産調整へとつながった。特に優秀な部品の供給地であった日本から

の部品の途絶は、現地での休業および将来的な部品供給地を日本以外の海外拠点からの供給も

行うような強い要請にもつながった。たとえば、東南アジアでの製造、その他の地域からの供

給といった問題である。 

3.4.1 自動車産業関連の海外への影響（自社グループ企業への影響）（日系自動車部品企業から

部品を交際調達していた企業へ） 

 顧実としての海外自動車メーカーのみならず自社グループ企業として、アメリカ工場、中国工

場、遠く南米ブラジルの工場の操業停止にまで追い込まれた企業も出てきた。 

 (トヨタ〈ブラジル〉、ホンダ〈インド〉、日産をはじめとして) 

ジョンソン･コントロールズ、米国フォード〈中国工場〉、ＧＭ，仏シトロエン等 

3.4.2 電子関連産業の海外への影響 

世界为要メーカーに大きな影響を与えた企業、製品には以下のものがある。 

アップル社向け：タブレット、スマートフォン、リチウム電池、 

サムソン社（及びＬＧ電子）向け：携帯、スマートフォン、タブレット、テレビ 
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ノキア社向け：スマートフォン、モトローラ社向け、スマートフォン 

3.4.3 電子産業（機器ユニット製造）での影響（事例） 

特に茨城県：鹿島、福島県での工場の被災によるサプライチェーン途絶による生産縮小、停止

のルートは以下の通りであった。 

 ・化学品（Ｌｉｂ負極材、電解液）の供給途絶⇒電池セル生産縮小 

⇒ＰＣ，携帯電話＜セットメーカー＞の生産縮小 

 ・化学品（エチレン）＜三菱化学：鹿島＞、プロピレンゴム＜ＪＳＲ：鹿島＞⇒自動車の生産

縮小、停止 

 ・化学品（過酸化水素）＜三菱ガス化学、ＡＤＥＫＡ：鹿島＞⇒シリコンウエハー＜信越半導

体、ＳＵＭＣＯ＞⇒半導体(エレクトロ部品)＜ルネサスエレクトロニクス：常陸那珂＞⇒産

業機械、自動車、家庭用エレクトロニクスと広範囲 

・エレクトロニクス関連部素材（人工水晶）＜エプソントヨコム、京セラキンセキ＞⇒半導体

⇒自動車、産業機械、家庭用エレクトロニクス 

・エレクトロニクス関連部素材（極薄電解銅箔）＜三井金属＞⇒半導体および家庭用エレクト

ロニクス 

・エレクトロニクス関連部素材（ＩＴＯターゲット材）＜ＪＸ日鉱日石＞⇒液晶パネル＜日立

ディスプレイ、東芝モバイルディスプレイ＞⇒家庭用エレクトロニクス 

・半導体製造装置メーカー（東京エレクトロン、ニコン、日立ハイテクノロジーズ）⇒半導体

⇒各部品･セットメーカー 

3.5 地域の復興と生産・産業構造 

 地域の復興を考えるに当たり、事前準備はどのようになされてきたかを振り返る。 

製造業特に大企業の工場・事業所、その関連の系列企業や協力企業を除き、多くは地方自治体

（基礎自治体）の防災計画を元に、それなりの準備や備えをしてきたといえる。もちろん漁業協

同組合や農業協同組合等においては、個別の防災準備や事業継続計画（BCP）を立案してきた。

しかし必ずしも連携が取れていたとは言えない。 

従来、①地域・住民の生活・活動は地方自治体、より狭い範囲の②市街地、商業・商店街等

は地元住民、③産業は当該地域の中核企業または工業団地等、今回は三陸を中心としたため漁

業組合等の組合組織等が中心となったが、いずれにせよ分かれて対応し、もしくは④個別企業

のみで立案されてきた。しかし今回のような大規模な災害に対しては、個別のセクター、企業

が独自に計画・实施しても其の効果は非常に限定したものとなる。特に、中小企業について

は、電力エネルギー問題で自家発電装置等を備えられず、又金融機関との連携、支援も確实に

受けられるわけではない。 

また自動車産業の世界での生産停止の影響から東北は世界の自動車産業のサプライチェーン

に組み込まれていたことが今更ながら实感したといえる。このことは、電子エレクトロニク

ス、通信機器の産業にもいえることとなった。 

  3.5.1 BCP から RC-BCP へ 

特に産業ならびに生産活動は、皆ある特定の地域・場所で行われていることから、従来の個別

の BCP では本来的な機能は十分行えない。むしろ地域産業継続計画（Regional Community 

Business Continuity Plan：ＲＣ－ＢＣＰ）のような仕組みを計画しないと地域の産業の復活、

機能の強化が行われない。 

この点で地域金融の役割や予備エネルギー等、防災、備蓄、緊急避難場所指定も含めた総合的

な計画がより重要となる。地域復興において各企業、個人事業为の自立、自力復興を支えるも

う一つの柱として、金融（緊急融資や減免措置等）、政策等がありこれと具体的な復興計画と

がマッチして初めて効果が上がる。復旧・復興計画ではサプライチェーンの見直しが特に重要

となると考えられる。今後の復興計画の策定・实施に当たって現状復帰のみはありえず、より

進んだ防災と連携、サプライチェーンの有効性を増す方針の策定が望まれる。  
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3.5.2 災害地の復旧の事例 

日本製紙㈱石巻工場の復旧において、地域被災地の電力不足の中、企業ビジネス中心での事業

再開計画を遅らせても、自社保有の自家発電復旧後は、地元向け電力供給を意識して工場再開

にあった等の事例がある。 

この点も含め、地域のＢＣＰ計画では、地方自治体と中核企業との関係の強化、信頼の醸成も

当然必要となる。企業の従業員の多くは地元出身者である。地域との精神的紐帯は強いものが

ある。企業の海外移転を含めた事業戦略の中で、既存工場地域での経済性のあるそして、ＢＣ

Ｐが成り立つ関係構築がより重要となる。 

3.6 エネルギー問題 

災害時のエネルギーの供給・配送ルート（ロジスティックス）については、日本の鉄道網およ

び高速自動車道路網には直接の被害はなく、内陸部にあったため寸断が尐なく、又迂回ルート

を使用することが出来、比較的迅速な対応が出来た。 

 3.6.1 石油関連の供給について 

1 箇所の製油所は甚大な被害を蒙り、又幾多の油槽施設（港湾内も含む）も被害にあったが、そ

れでも鉄道貨物の利用により、日本海ルートの利用での供給が出来た。 

関東付近（横浜:根岸）より上越線・奥羽線経由等で東日本のいくつかの太平洋側海岸部付近ま

での輸送が可能となった。ただし海岸線部は全くの不通が長く続いている。 

タンクローリーおよび油槽船の手配による国内各地からの集配もかなりできていた。ただし港

湾設備の被害で陸揚げに葉多くの課題が浮き彫りとなった。 

 3.6.2 ガス（天然ガスのパイプライン網）関連の供給については、 

 天然ガスについては、日本海側より仙台までのパイプライン、そして当然ながら東京･関東よ

り群馬県経由新潟までパイプラインがありこれ等が有効活用できたためＬＰＧも含め緊急対応

は可能であった。 

 3.6.3 電力関連の供給 

 電力では、東日本では東北電力、東京電力の火力発電がフル稼働するも、原子力発電所に対す

る国民、地元住民の不信と脱原子力運動化等の影響により計画停電を初め各種の方々からの要

望を察知している。 

特に自然エネルギーへの早急な対応と原子力エネルギーの確保（安全操業と安心を担保する努

力）はより重要になってきておられる。 

一方で、産業界(日本経団連等)からは産業の要である電力・エネルギーの供給不安について早

急な対策が望まれ、できるだけは早期の原子力発電所（点検停止中の原発が多く、2012 年 4 月

には、各電力・各地の原子力発電所がすべて停止し、大幅な電力供給不足が想定され）の早期

再開とそのための対応、対策の強い要望が出てきている。 

  無論、自然エネルギー（太陽光発電、風力等）の利活用も重要ではあるが、現状ではこれのみ

ではまったく需要を満たせないのも事实である。また LNG 火力発電においても価格問題、原料

手配において問題が山積している。都市部の自家発電設備の設置や供給では追いつかないのが

实情である。このことは、東京電力、東北電力に限らず、関西電力、九州電力の管轄区域内の

各事業所でも同様の問題を抱えている。 

3.7 情報通信サービス産業の問題 

特に、携帯電話会社においては、中継基地局が地震で大きな被害を受け、通信が出来ない状態が

続いた。ＫＤＤＩにおいても、NTT においても其の被害地地域は広く、更に首都圏では大量のメ

ール利用者、電話利用者が多く、かなりのアクセス制限をせざるを得ない状況が数日続いた。一

方、インターネット業者には設備等での被害は尐なく、又復旧も早かった。しかしスマートフォ

ン、クラウド利用をはじめとする大量の情報流通（トラフィック）が進むと、また大きな問題を

生じる事となる。通信・インターネット事業者においても、この点での BCP の早急な見直しと対

応が望まれる。 
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3.8 被害額推定 

 今回の大震災による被害額総額は推定 40 兆円（GDP 比 8％相当）ともいわれ、政府予算における

復旧・復興対策費も十分な対策が出来ていないのが实情である。 

 

４． ＢＣＰと各種産業のリスク対策 

4.1 従来のＢＣＰの考え方 

 ＢＣＰは、各企業・事業所ごとにリスク対応として、企業が自为的に準備すべきものであり、特に

わが国では、防災（地震対策、台風、噴火、津波等）対策が为要なリスクであり、その発生や影響

も限られた地域限定で検討し・計画されてきた。大企業を中心に策定されて、本来の事業リスク面

と、情報化の進展に伴うＩＴリスクの 2本の流れの中で、個別の対策が取られてきた。又、行政に

おいても住民の保護・避難の観点および自治体業務の継続の観点から策定されてきた。その他、教

育機関（特に中小学校）、医療機関、として個別検討・計画がなされてきたが、大規模なインフラ及

びサービス業、第一次産業（農林水産・畜産業）に対しては、特段の注意をおいて来なかったのが

实情である。今回の大地震と津波並びに原子力発電所事故は、広域で各産業毎のみならずこれらの

連係でのＢＣＰの重要性が浮き彫りとなった。 

今後各組織（企業、公共団体、地域・コミュニティ、各種機関＜学校、医療機関等＞で個別のＢＣ

Ｐを見直すに当たって、一つのモデルやテンプレートをそのまま利用するのでなく、個別に实体に

即したものの作成が望まれる。 「ＢＣＰは業界毎に」を以下に図示する。 

 

「ＢＣＰは業界毎に」(筆者作成) 

4.1.1ＢＣＰとは何だったのか（ＤＲＰからＢＣＰへ） 

米国では 1980 年以降コンピュータ化が進む中で、自然災害は起きても尐ないためＩＴシステム系

統 

がダウンしないよう考案されたものであり、地震災害等から学びＤＲＰ（Desaster Recovery Plan） 

を進化させ、2001 年の同時多発テロを経験し、より広くビジネスそのものの事業継続を確保する

ための計画としてＢＣＰ（Business Continuity Plan）が発展してきたといわれている。 

特に IT 分野においては、従来の IT内部監査への適合という観点での対応がなされてきた。わが国

BCP は業界毎に対応

が異なる 
製造業（在庫等が出来るもの） 

大企業(グローバル企業含) 

 素材産業(コンビナート含) 

 加工組立産業 

 消費財（生活用品） 

 医薬品・医療用器具、消耗品 

 包装材料 

飲料水等供給業 

地域・中小企業(製造・販売) 

 地域産業（地産・地消型） 

 中小製造業(部品、部材製造) 

輸入加工業 

輸出加工・梱包業 

 

サービス産業（機会損失、時間商品と一体化） 

旅館・ホテル・観光・レジャー、集実施設、倉庫・

物流センター等 

商店街等地域小売業（既存商店街、大型モール・シ

ョッピングセンター、 

情報最サービス及制作中心産業：ソフト・コンテン

ツ開発 

 金融サービス業：銀行、損保、生保、地域金融機

関、消費者金融、 

不動産業（賃貸オフィスビル管理＜住居用含む＞ 

建設業（ビル、構造物、住宅（マンション含む）） 

農水酪農畜産業（在庫困難） 

（日々生産されてしまうもの） 

 収穫のあるもの（農産物、果实、 

野菜） 

 水産・同加工業、食品加工業 

 畜産（含む養鶏業＜鶏卵＞、牛

乳、同加工業 

（チーズ、バターその他） 

日々廃棄物等の処理が不可欠な産

業 

 廃棄物回収、処理 

政府・行政機関 

地方公共団体(県ﾚﾍﾞﾙ) 

(市町村の住民対応) 

消防署・警察署 

インフラサービス業 

 電力・ガス・エネルギー供給産業 

 情報・通信業(インターネット、携帯電話含む) 

 上下水道・飲料水供給業 

 高速・有料道路提供業、陸運業 

 鉄道事業(含む地下鉄 A) 

 航空・海運業 TV/ラジオ放送、新聞等 

 

大学・小・中・高学校 

病院・医療施設 

福祉施設(老人ホーム含) 

研究機関、文化・スポーツ機関 
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では、阪神・淡路大震災を契機に BCP および情報部門での非常時対応が一部大企業を中心に検討、

計画立案されてきた。2007 年には日本でも経済産業省中小企業庁は中小企業向けに「ＢＣＰガイド

ライン」を示し、大企業のみならず、中堅・中小企業への導入を促してきた。これらよりマネジメ

ント手法としてＢＣＭ（ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）も提

唱されてきた。しかし事態は、大企業においても、中央官庁においても文章的には作成したものの

事態、予行演習を含めた準備は殆どなされてこなかった(上場企業の 20％しか対応してこなかった)。

ましてや中堅・中小企業においてはＢＣＰの概念の認知度も 50％以下でありＢＣＰ策定はもっと限

られた企業しか取り組んでこなかったことが明らかとなった。ＢＣＰの対応リスクを以下に図示す

る。（中小企業庁のガイドラインに筆者加筆） 

 

4.1.2 BCP の盲点 

特に今回の大災害が、経済システムの高度化のみならず、情報化の進展、国際化（グローバ 

ル化）の潮流の中で、特に情報（迅速な情報の伝達と共有による生産の効率化、在庫削減も 

含め）と物流の発達（物流コストの大幅な低減）により、従来は、物理的な状況下で、ある 

程度「分散生産方式」が取られてきたところに、国際的なビジネス活動の活発化により国際 

的な「規模の経済」が働く「集中生産方式」に基づく国際的な部品・素材調達システムへの 

転換がとられてきたが、この中で、生産・調達・販売におけるロジスティックスに対する自 

然災害リスクを結果として低く見積ったことが一つの原因と言える。 

BCP の基本は、物流、情報の確保と人材の確保にあり今回は特にインフラストラクチャーの 

役割特に交通網と電力・エネルギーの重要性が認識されたといえる。 

従来の限られた範囲、地域を大きく超え、東日本・３県に跨り、しかも原子力発電所を始め 

大型プラントやコンプレックス・工業地域が被災にあうという状況を想定していなかった事 

にあるといえる。 

これらも含め地域・生産拠点の関係をサプライチェーンの問題点として以下に図示する。 

・ ・・「顕在化したサプライチェーンの問題点」の図【三菱総合研究所より引用】 
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 顕在化したサプライチェーンの問題点   
出典：三菱総合研究

所 
 

           

           

 
アセンブラー 

        

           

      アセンブラー    

           

 Tier １     Tier 1     

           

           

           

     Tier 2      

 Tier 2          

           

           

     Tier 3      

           

           

           

           

           

           

           

 「有事に強いサプライチェーンの構築により、産業力を高める」     

 ２０１１年６月９日㈱三菱総合研究所資料より引用      

           

 

4.2 今後のＢＣＰのあるべき姿 

 これ等の状況を踏まえ、各種の提言や提案、アイデアが出されてきている。この中で、三菱総合

研究所の「有事に強いサプライチェーンの構築により、産業力を強化する－鍵を握るサプライチ

ェーンガバナンス－」（2011 年 6 月 9 日）等はわが国産業の国際競争力強化に向けての提言を行

ってきている。サプライチェーンの広がり、国際間の連携が進む中、ＢＣＰがもはや 1 社のみの

クローズドな世界での対応は困難であり、系列のみならず広くサプライチェーン参加の上流から

下流の企業群を巻き込んだ、そしてグローバルな対応をせざるを得なくなっている。 

 サプライチェーンは、本来は個別商品または商品群毎に成り立っているため、ひとつの工場、企

業であっても複数から数十のサプライチェーンの束により構成されていることも注視しなければ

ならない。たとえ自社の BCP で優先度が低く（売り上げや、出荷額が尐ない等により）、当面生

産再開を考慮しないと決めても、大きなサプライチェーンの一環として、その素材、部品、ユニ

ット等がないと当該商品を必要とする完成品に大きな障害となるようであれば、自社の優先度だ

けで BCP 計画を遂行することはできなくなってくる。 

 さらに、1 サプライチェーンのとどまらず、自動車産業や電子エレクトロニクス産業をはじめ産業
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全体、業界団体・国・地域（東アジア、ＡＳＥＡＮ等も巻き込んだ）での対応と世界標準への反

映とより広い範囲、視点からの対応が言われてきている。 

4.2.1 .ＢＣＰは 1 社のみでは完結しない 

前項で概括したとおり、企業（グローバル企業においては、海外拠点特に生産拠点・物流拠点を

含めた総合的な）のサプライチェーンの見直しによるＢＣＰの強化を図ることと共に、各拠点で

のサプライチェーンに含まれ、連携する各企業（系列並びにその他の協力企業）を含めた構造的、

ネットワーク的なサプライチェーンの見直し、強化が重要となる。 

更に、国際的な大きなシェアを占めている商品・商品群においては、国際的な他のグローバル企

業やグローバル・サプライチェーンに対する供給責任の観点からも迅速な対応が取れるようなＢ

ＣＰの一環としてのサプライチェーンの整備、構築が重要課題となる。 

これを怠ると部品、製品供給先より製造拠点の分散化（これは取りも直さず国内製造業の空洞化

の一因ともなる）や購入から自社製品製造への圧力（ライセンスの供与の強要）ともなり、又新

たな競争状況の出現そして、1 企業のみならず産業・業界ひいては国の競争力にも繋がる問題とな

る。 

4.2.2 業界対応のＢＣＰ 

業界対応のＢＣＰとして 4 つの製造業を中心に、为要産業・事業の対応を見てみる。 

① 自動車関連産業（金属部品、その他部品、ガラス、タイヤ、電装品、エレクトロニクスユニッ

ト・セット製品、その他） 

・過去の災害（1979 年の日本坂トンネルの火災、1995 年の阪神淡路大震災、1997 年アイシン精

機の火災、2007 年の中越沖地震等）の対応として、罹災サプライヤーの支援が行われた。特に

中越沖地震では、国内全完成車メーカーが 1 社にピストンリングの 50％を依存していたため、

トヨタを含む各自動車メーカーから 650 名に及ぶ再開支援をおこなった。 

  ・今回はあまりに広域でかつ、デジタル化のため電子制御系の基板やこれらを束ねる ECU（電

子制御ユニット）の生産停止が自動車産業に長期間（1 ヶ月以上）の生産停止をもたらし、BCP

での対応を不可能とした。また、グローバル化は進んできたものの日本を供給拠点とする重要

部品は国産化率が高く、この影響を海外の組み立て企業および部品企業に及ぼした。（外国企業

のサプライヤーとしても）特に影響を与えたのはルネサスエレクトロニクス㈱日立那珂工場で

ある。 

  ・グローバル競争激化の中での国際競争力維持のための頑健性を高め、かつコスト高にならず競

争力を維持できる方策の構築がより喫緊の課題となった。BCP の大幅な見直しが必要となった。 

  特記）本項は、東京大学「ものづくり経営研究センター（MMRC）」のディスカッション・ペー

パー（N0.354）（藤本隆宏）（2011.5）に大きく寄っている。 

② 電子エレクトロニクス関連産業（川上のウエハー製造、チップ製造から最終完成品）（液晶用

ガラス製造）（電池等） 

・自動車用エレクトロニクス製品製造に欠かせない素材（信越化学のシリコンウエハー、三菱額

科学や日立化成ポリマーのプリント基板材料、BT レジン等）の供給不足が一部電子機器の生産

に大きな影響をあたえた。（海外メディアでも報道された） 

・ 通信・携帯、メディア系電子機器やパソコンに代表されるコンピュータ関連機器に追いてもフ

ラッシュメモリーの操業中止等により NOKIA, SONY Ericsson、Qualcomm 等も動向を注視

した。ただしこれらの業界はある程度の在庫を常時保持してきたためすぐの影響は大きくはな

い。 

ここにおいても BCP の見直しは、業務改善も含め喫緊の課題となってきた。 

③ 素材産業（特に化学産業、機能性化学品産業、石油産業）（为要金属製品、特殊金属も） 

・茨城県鹿島コンビナートに立地する化学メーカーにおいては、汎用樹脂（PE,PP,ABS 等）の生

産中止のほか、電子材料用の特殊機能性樹脂の製造も行っていたため、代替生産や他社への委

託生産もできなかった。（企業機密の問題と標準品でなく顧実対応の特殊品の生産のため対応不

能） 

・一方で鉄鋼製品においては、新日本製鉄と住友製鉄の業務提携のおかげで代替品の供給がスム
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ーズに進んだ。 

・石油製品は、製品規格が標準化しているため、生産での融通は通常からなされているため、今

震災対応ということでなくてもスムーズな供給はできていた。ただし、末端の供給基であるガ

ソリンスタンド、輸送所の被害のため、タンクローリー車等での供給となった。（各社の車両が

融通しあったといえる）（仙台、千葉の製油所の被災が大きかった） 

・これらの業界および提携先企業間でのサプライチェーン確保や製品の供給については、BCP に

基づくと否と、日頃の企業間、産業間の連絡、業務遂行の中ですでに实証、实施済みであったた

め、大きな問題はなく、BCP が機能したといえる。 

④ 生活関連産業（医薬品、食品、衣料、その他生活・衛生関連） 

・医薬品関連では、製造設備よりも流通設備およびロジスティックスにおいて道路事情と情報（地

域・医療機関・医師・患者・介護者、避難者等の間の医療情報および健康情報）の混乱が大き

く影響した。特に今回は広域でかつ地域の中核病院の被災も多く大きな問題・課題を抱えたと

いえる。医薬・医療産業従事者による努力とボランティア等の協力があり何とか最低限に近い

供給はできたものの備蓄量、保管場所、使用基準・手段等に大きな問題を残した。 

  ・食料・衣料に関しては、民間企業、ロジスティックスの日頃の訓練と過去の数次にわたる災害

の対応の経験が生かされ、かなり順調なバックアップができていた。 

   ただし、避難者、被災者の避難場所の違いによるサービスレベルの差（情報の伝達、受信、発

信）によるところが大きくこの環境をどのように揃えるかが大きな課題となった。 

   特にその他生活・衛生用品においては、男女、高齢＜含む各種養護施設入居者＞＜授乳・子育

＞、そして健常者・障害者の違いによる需要品が異なるが、これらの供給対応に、まだ多くの

課題を抱えていることが判明した。今回特に注目は浴びなかったが外国人への対応に関しても

多くの課題が見えてきた。 

⑤ 交通（都市交通、地方交通＜鉄道、バス＞関連 

・被災地での交通機関の被害と復旧については、被害地域の状況により復旧まで多くの時間と場

合によっては、路線そのものの付け替え、廃止等もありうる。特に原子力発電の放射線被害に

よる避難地域はまったく予定がつかない状況である。しかしその他の地域の回復・復旧は思っ

たほどの時間がかからず、BCP の結果如何にかかわらずかなりスムーズであったといえる。 

・都市部特に首都圏・東京での交通に関しては、予想を絶する非常事態が発生した。 

JR、私鉄、地下鉄、バスの運休は通勤者の足を奪い、翌日が土曜日であったことも加え、「帰

宅難民」と呼ばれる大量の帰宅困難者の発生と、その対応でも BCP や通常の防災計画による

予想をはるかに超える事態を生み出した。漸く帰宅できた方々も 4－5 時間の徒歩を必要とし

た。 

企業における対応も準備の差が如实に現れ、BCP を含め準備できたところは、寒さ対策（逆

に暑さ対策も考える必要性が出たが）や食料、飲料、防災グッズそして何より事務社内での緊

急宿泊・備品が整っていたところもある。一方でまったく何も準備できていない事務所もあっ

た。 

  ・都市においては、停電による信号不調もあり、早い時間帯での帰宅指示が徹底できた事業所と

夕刻以降にずれ込み夜間避難を強いられた事務所勤務者との差も現れ、今後の防災対策並びに

企業における BCP 対策にも見直しを迫られた。 

  ・都市においては、1 社だけの対応でなく、事務所ビル（オーナー・管理会社とテナント企業と

の防災の準備や連絡の不足、そして設備自身の問題点も浮かび上がった。）、その他の機能を有

する建築物、公共施設、一般人が利用する商業施設、バスターミナルのあり方、重点公共避難

場所の公知・広報と底絵の避難誘導のあり方といったソフト部分での課題も突きつけられた。 

・この中で、コンビニエンス・ストアや給油所が開いており、トイレ等の利用を積極的に開放し

ていたのが予想外の出来事であった。（防災に関して、顧実対応を基本からしているサービス産

業とその他企業との対応や姿勢について大きな差があったことが判明した。 

・一部運転していたバス、タクシーも大幅な交通渋滞（予想はできたが皆自家用車、自動車等に

頼ってしまい）問題は喫緊の課題となった。特に大都市では。河川、運河等を渡ることが重要
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となりこれらの対応も近隣・地元の地図でしか確認できていなかった都市通勤者にとっては大

きな問題となった。 

  ・夜間であったため問題が大きくなった部分と、むしろ小さく押さえられた部分とを検証する必

要がある。 

  ・その他の都市問題として、コンビナート隣接地域の対応がやはり足りなかった。コンビナート

内の個別事業所および関連企業の対応は日頃の訓練である程度反映できたが、一般市民が大量

に近隣を避難することまでは想定していなく、危険物関連施設での準備、対応の教育、公表が

できていなかったといえる。 

⑥ エネルギー産業（電力、ガス）（蒸気等）（暖冷房） 

・今回の大震災では、一時災害（地震、津波、山崩れ等）の影響よりも、その後の二次災害であ

る原子力発電所の災害が及ぼす影響が甚大であった。 

・被災地域での自家発電機を有するところでも燃料の軽油等の備蓄量が足りない事態（想定の予

備燃料保管量の算定、設備の容量不足）も散見された。都市部においては、新規の事務所ビル、

公共施設、病院等はかろうじて対応できたようだが、古い時代のビルにあっては、そのような

設備、対応はできていないのが大部分であった。 

・総電力の供給面での不安とブラックアウトの心配から、地域、系統を絞った、定期的な計画停

電の实施は、産業界に与える影響が大きかった。特に为要産業においては、設備稼働曜日の変

更という異例の事態を招き、生産計画の変更（数量、対象商品、納品時間、原料手配等）にま

でおよび、当然ながら勤務者の生活時間の変更、家庭時間、教育・保育・商店等の開店時間、

バス等の通勤時間帯、ルートの変更等大きな影響を与えた。 

・これは同時に、中小企業の経営と今後の運営にとっても大きな見直しの契機となった。 

 電力対応がとりえない企業にはエネルギーを消費量の尐ない生産方式、節電の更なる検討課題

となった。 

・ガス事業者は、都市部では大きな混乱が起きなかったため、暖房、厨房等への影響は尐なかっ

た。ただし、オール電化住宅志向世帯には、エネルギーの二重化の重要性を認識させることと

なった。 

⑦ インフラ産業（情報通信、水道＜上下水道＞、等） 

・情報通信産業（回線提供事業者を中心に）および情報サービス提供事業者にとって、今回の大

震災は、バックアップの脆弱性（迂回ルートの選択性）、多量情報への対応（携帯電話を時間帯

で大きく絞った）の結果、不通が多くなり、災害者、被災者、避難者、家族間の安否確認がで

きず大きな混乱を招いた。この点についての事前情報、周知徹底もなされなかったことに対す

る問題点が大きくクローズアップされた。従来でも大幅なトラフィックが発生するときの対応

は十分に話されていなかったこともあることに加えて今回の非常事態となった。 

・特に安否確認と絡んだ通信システムの脆弱性の回復が望まれる。 

・ビジネスにおいて、コンピュータ回線にまつわる大きな問題点ではないが、データセンターの

活用、データそのものの保管場所としての国内の 2 重化、そして国際的に事業活動を行ってい

る企業にとっては、日本以外の地域でのデータバックアップの重要性を喚起するものとなった。 

・水道事業においては、わが国はほとんど地方自治体、組合で運営がなされてきており、被害に

いついてもその復旧・回復についても自治体において行われることとなったが、被災地におい

ては、上水道（給水車の手配と人員確保：自衛隊の活躍があった）よりも下水道および下水処

理（土木工作物の被害）のほうに大きな問題を残した。 

⑧ 医療・福祉・初等教育関連 

・医療機関については、被災地の山間・漁村・農村部と都市部の 2 つの観点から見る。 

 被災地においては、診療所の被害のみならず広域医療施設の被害が大きく、医師・看護師等の

医療従事者の被害が、そして設備の損壊、医療用品・医薬品の損出が大きかった。 

 特に、患者との関係では、カルテの流出、患者が常時服用もしくは使用していた医薬品名や投

与量等の情報の不足が大きかった。 

・さらに、避難場所等での状況の务悪さが病状の進行や二次症状の併発を促し、更なる医療行為
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の増加と医薬品の不足をもたらした。これらの点で広域での医療ネットワーク、医薬品の供給

でのルート等に大きな見直しが必要となった。もちろん医師不足（災害による死者も多くでた）

が大きな問題点であることはいうまでもないが、広域でのバックアップ体制、医師の過労の低

減等の抜本的な解消がなければシステムだけでは動かないことが再度確認された。地元出身の

看護師の供給も重要となる。 

・また、福祉については、老人健康施設（認知症患者の施設も含め）、福祉施設、寝たきり老人介

護施設の現場、障害者＜聴覚、視覚、聾唖＞（含む知的障害者施設）の施設に対しても人員不

足による大きなしわ寄せが発生していた。・・・従来、健常者の避難、退避、生活支援に注意が

向きがちであるが、これらの人々に対するケア、関心をも他なければならない。これらに人へ

の器具、機器、用具の配備も大きな課題となる。 

・被災地では教育施設特に初等教育関連では学校そのもの、教科書、補助教材をはじめとして多

くの教育支援施設、仕組み、データ（「あゆみ」「個人情報」「学校運営情報」等）の損出、流出

が大きな問題となってきた。また教育者（教師等）の損失（被災による死亡者もおおくでた）

も大きい。教師に関しては、通常の労働者の補強ではなく、子供たちとの関係性の構築、方言・

地域の習慣の理解等多くの課題があり、短期的な応援は可能でも本格的な授業再開においては

かなり広域でのバックアップが必要となる。 

・特に心のケア、および遠く離れた地域への避難、集団避難においては、この担当の専門家の役

割が大きくなる。この点でのサプライチェーン等も検討し、準備することが重要であることが

認識された。 

⑨ 情報サービス（SaaS,PaaS,EaaS 事業者、ソフトウエア製造業、各種デジタルコンテンツ制作

事業者、情報セキュリティサービス事業者等）及び企業内の情報部門（企画、システム、プロ

グラム開発、データベース管理、保守・保全部門） 

・事業環境として、電気の連続利用は、通信環境の不安定は、事業継続の意欲をそぐことも考え

られる。企業ごとの BCP に基づく行動を超え、实際の業務遂行においては、一時事業所を電気、

情報通信環境の整った地域（ダメージのないか尐ない地域：関西、九州地区等）への一時移転、

避難も出てきた。特に大きな設備等が不要で、事務所スペースとインフラ環境がよければどこ

でも事業活動が可能な産業においては、ひとつの選択肢として再確認できた。 

・さらに、事業所自体を一時、国外（たとえば地震等のないオーストラリア、インド等）へ避難

する等の行動もありえる。また外資系企業の一部では、避難、撤退も起きたという。（ただし、

これには、原子力発電所の事故・災害による放射性物質の拡散といった二次被害の影響が大き

いが） 

・ＢＣＰのうち、企業内の情報部門の対応について、従来から情報部門の保守・運用を始めとし

て、外部委託が進んでいたが、この中で特に「契約（サービスレベルアグリーメント等）」にて、

外部に、非常時の対応を任せており、安心だとしてきた企業が多いが、 

 これは、本当のＢＣＰとはならず自社対応が問われる。（クラウドも同じ問題を抱える。） 

4.2.3 産業以外のＢＣＰについて（行政・自治体、医療機関、教育機関等） 

①行政・自治体 

 ・自治体は、大規模津波を想定し、大掛りな、そして綿密な「自治体 BCP」を作成してきたと

ころも多い。（特に高知県は、来るべき東海、南海、東南海という連動型の地震対策として

BCP を計画、準備してきた）ただし、今回の想像を超える 1000 年に 1 回（ただし、考古学

や地質学の分野ではすでに知られ、それなりの警告が発せられてきた。）の規模までは想定し

てこなかった。このため、BCP の見直しは緊急課題となった。 

・それ以外に、行政組織が壊滅した基礎自治体が多かったこと、さらに基礎自治体と県等との

情報共有や行政支援対策が被災地の目線に立っていないとの不満が続出し、旧来の行政組

織・運営方法に大きな課題を残した。 

・また被災地の行政職員（警察や、消防も含め）の方々の被災も大きく、他都道府県等より行政

作業の応援が多数あったが、指揮命令系統の統括、プロジェクトマネジメント等のマネジメン

ト力の不足から、無駄、むら等が多く発生していたのも事实として浮かび上がり、ボランティ
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ア組織の統制のほうが有効であった場面も多い。この点、自治体 BCP に採り入れられること

を期待したい。 

②医療機関（特に首都圏・都市部の医療機関） 

・首都圏・都市部での医療機関での対応として、BCP は作成、運用されてきたが今回のような

大規模災害については、医薬品の備蓄や医療設備の対応に関して、大きな問題点が指摘されて

きた。特に救急対応と避難者等への定常状態での医療、そして何より放射性物質に関する、教

育・指導が不足し、風評被害もしくは、過剰反応としての医療機関への殺到による医療側への

負荷が多くなりすぎた点もあげられる。特に、高齢者と児童・乳幼児の検査を含む対応がこれ

ほどの規模となることは想定できていなかったといえる。特に政府・厚生労働省と文部科学省

の意見の食い違い、農林水産省による「食の安全」に対する、基準と対応が 2 点 3 点し、さ

らに基準が不明確であったことによる。官庁側に専門家がいないということから発生する問題

も露呈した。当然、ベッドはあるが、医師、看護師不足で利用できない設備の問題も挙げられ

る。 

③教育機関（特に首都圏・都市部の初等教育機関等） 

・ここでは、都市部の初等教育ならびに幼稚園、保育園の対応等について見てみる。 

 震災地域からの食品に対する安全・安心に対する強い拒否反応が見られ、特に放射性物質に汚

染された広範囲な地域からの食品に対する都市部市民の過剰反応における学校給食への反応

が見られたことに対して、教育行政側も学校、メディアも年間の摂取量や安心基準値の正確な

知識がないまま、垂れ流し的情報で不安をあおったことが大きな問題となった。特に、日頃か

らの放射線のリスクとプロフィット、摂取（内部被爆という不安をあおる表現を直接的に使用

したこと等）の意味を家庭・学校での教育に触れてこなかった（あえて隠してきた。）ことも

大きな原因がある。 

・すべての身体的障害・疾病要因がすべて放射性物質の摂取にあるかのごとく論説する知識人が

多かったのも問題である。すべては複合的な要因であり、かつ自己復旧能力（細胞レベルで）

の存在も無視した、非科学的な論説、解説が多かった。行政の関係者も同様に知識不足で一部

の市民の過剰反応に対応し、かつ振り回されてしまったといえる。 

・教育行政、教育機関は、適切な専門家の意見をあわてず、じっくり聞く姿勢が大切である。 

4.3  ＢＣＰからＧＲＣ（ガバナンス・リスク・コンプライアンス）へ 

 4.3.1 GRC の概念と企業の経営 

  以前より BCP の概念のなかで、企業が抱えるリスク情報を可視化していくためのツールとして、

幾 

多のソフトウエアが構築されてきた。但し、これらは会計的、情報的な監査の発想からであり個

別対応のシステムが多かった。ＧＲＣは、ガバナンスやリスクそしてコンプライアンスを束ね一

括してリスクの可視化を図ることを目的とした統合ソリューションである。大災害が発生した場

合、G,R,C の全てを把握するのは非常に困難となる。この点で尐しでも可視化できるツールがあ

ればＢＣＰ発動前に予測、対応ができると考える。企業経営においてＢＣＰ対応を図るためリス

ク情報の一括管理はますます重要となる。 

4.4  サプライチェーン・マネジメント 

 4.4.1 サプライチェーンの把握と対応 

・今回の大震災で明らかとなったのは、サプライチェーンが予想以上に複雑であり、かつ重要原

料・素材、部品、ユニット、製品の供給箇所にボトルネックがあったことに気づかなかったこ

とにある。それだけ、現在の商品は多種多様のサプライヤーに支えられ、さらに複雑に部品、

ユニット等が絡み合い、系列企業がゆるい関係となり、完成品メーカーにとって、3 次、４次下

請け企業となると十分なルート、物の流れが把握できていなかったことにある。国内の自動車

部品メーカーは 7,000 社を超えるといわれている。 

もちろん化学製品【機能材等】においては、製品のレシピーや調達先は企業秘密に属する場合が

あり、これが一つのネックともなっている。調達に当たって、極端な特殊製品の製造委託や差別

化のための標準外・規格外製品の製造・供給を強いてきたことも原因の一つである。もちろん他
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社に代替製品の製造を委託しても、製品の完成検査、安全確認等に膨大な時間がかかり、被災企

業の復旧を待ったほうが早いケースもありえるのも事实である。 

・企業競争力確保のための差別化は、代替の不可能ともなってきた。これらが複合して、今回の

サプライチェーン途絶において、なかなか復旧、代替生産ができなかった要因の一つとなって

いる。【もちろん、意外に早く復旧できたという意見もある。】 

 
 4.4.2  サプライチェーンを支える共同体意識と経済・法律問題（技術情報、製造ノウハウの漏洩、製造ノ

ウハウの開示、系列を超えて、競争関係を超えて） 

・企業間競争が激しい中で、企業秘密が漏洩することを企業は非常に危惧し、かつ中小企業であ

ればあるほど企業秘密（特にレシピー等）の開示は極端に消極的になる。 

 ・一方、日本全体の観点から言えば、早急な回復を世界のユーザーに示せないと危機対応力が乏

しい国と見られ、今後の経済活動に影響を与えることとなる。このための解決策として、経済

産業省が仲介役となり、被災企業がライバル企業に素材や部品の製法（レシピー）等を渡し（ブ

ラックボックスの開放）委託生産にこぎつけ復旧を早めたケースもある。ただし、条件として

「被災企業が復旧したら、開示されたレシピーは破棄し、顧実は被災企業に返却する」をつけ

ている。これらは異例の協力ではあるが、これには顧実と被災企業、委託先企業の信頼関係が

なければ成り立たず、日本企業の結束力を見せたものといえる。 

 4.4.3 サプライチェーンの多重化 

  サプライチェーンは当然直線的で、一重の関係で成り立つことが多いが、複数購買の徹底と同

一製品・部品、ユニット等の型式の違い、クラス違い、グレード違い等を使い分けることによ

り、多重化の可能性はある。確かに購買コスト、管理コストはかさむが BCP の推進とリスク管

理の中で、最適解を探す中で多重化はありえる。特に特殊製品でなければ、むやみな特注品、

スペシャル製品の製造を抑えることにより製造コスト（切り替え、段取り、在庫等）を下げる

こともできる。これらを考えた総合的な視点での BCP による購買戦略の見直しも図る余地はあ

る。当然この中には、グローバル化の中での海外サプライヤーの育成や自社関連海外工場にお

ける製造と調達も意識することとする。 

4.5 製造と開発の役割見直し 

  製造業において、どこで（国・地域、工場）、何を（部品までか、ユニットまでか、 

 完成品までか）、どれだけ製造し、どこに（製造拠点か、販売拠点か等）、適正在庫を 

持ち、どこでどのように販売するか（直販か、代理店販売か等）の総合的な戦略構想が 

必要となる。またマーケットにあわせた開発はどこで行うのがよいかも同時に決定す 

る必要がある。従来は以下の 3 点での決定に基づく戦略であった。 
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① マーケット重視の発想：顧実およびマーケット重視の観点での最適化を戦略としてきた。

このための分散型の製造や開発も分散配置する傾向があった。特に ITやデジタル化が進展

する前はこの戦略がとられてきた。 

② 生産基地重視の発想：工業団地の開発と自治体による誘致、もしくは海外の政府誘  致

による海外進出。（ここには、工業団地の価格の安さ、減税・免税の特典、安い労働力（質

の高さもある）、原材料の調達の容易さも重視）により既存工場を数段上回る経済効果（ス

ケールメリットも含め）を期待しての戦略がとられた。 

③中立的適地の柔軟な発想：顧実・マーケットと生産拠点の中間を取り、物流コスト（原料購買

と製品販売物流の 2 面がある）の最適性や、労働者、研究開発員の就業のし易さ（都市部か

ら離れない適地や生活し易い海外拠点の選定等が行われてきた。） 

今般の大災害は、これに加えて物理的な自然災害リスクにも重点を置く経営戦略をとること

を意識させた。特に道路をはじめとするインフラ、洪水(2011 年 11 月のバンコックで洪水が

あった)や津波被害等を最小限にする選択肢も増えたといえる。ただしこの場合も国際競争

力が低下する経済性軽視の選択は行わないものとする。 

 ・製造と開発の役割見直しも選択肢となる。すべて国内開発（本社等）で、生産は国内地域工場、

海外関連企業にすることから、開発の分野、段階を絞って、それぞれの生産活動拠点に一部移

管することによるリスク分散を検討することが必要となる。 

  特に、海外工場においては、汎用品の大量生産を基本としてきた中で、今回のサプライチェー

ンの途絶により、顧実先に迷惑（供給停止等）と第二の選択肢を与えることになったことに注

目し、国際的な納入拠点として、いくつかの海外中核工場ならびに研究機能の分散も視野に入

れる事となる。 

4.6 人材確保と BCP 

人材確保の観点から BCP を眺めると、人材（従業員、協力社員、アルバイト・パート社員等）

の確保はまさに復旧の工程管理上避けて通れない事象である。 

・BCP の基本は、災害時にシステムで対応するのみならず、どのような人材がどのように事業継

続のために活躍できるかに掛っている。企業の運営・管理では、ビジネスの中核部分と支援部

分があり、これらは事業継続のプロセスにおいても同様である。 

しかし、すべての項目を限られた人材でこなすことは出来ず、そこに優先順位（物理的なもの

及び資金的なもの）と復旧までの時間制約がある。また今日では事業継続に関しても情報シス

テム（広くＩＴ，情報通信を含め）もしくはデジタル情報の役割が大きく、IT 関連部署の社員

の確保は必須となってきている。この中で特に中核事業をどのように（時間短縮が最大の目的）

復旧するかが大切であり、それが製造業であれば生産設備、原材料、販売の部分である。製造

業であっても情報システムの復旧がより重要な役割を果たしている。 

この点で、協力社員に多くを負っている企業や、外部へ業務委託している場合は、中身がブラ

ックボックスとならないよう日頃の業務および担当者の把握が重要となる。このため支援部分

はある程度の余裕と忍耐で乗り切る部分となる。 

4.7 業界としての対応 

ＢＣＰは本来、企業毎もしくはサプライチェーン内の取引企業との間で策定され、対応するも

のではあるが、我が国のように世界の市場占拠率が大きい商品が多い場合、1 社～数社で個別

に対応することは非常に困難となる。一方、日本そのものへの要求・要望を満たすためには、

業界として対応せざるを得ない。殊に海外メーカーも日本メーカーも同じ製品、部品、素材を

利用している場合は、サプライにおいて不公平が生じないよう業界としての対応を取るよう要

請を受けることとなる。一つのサプライチェーンに偏った供給でなく、万遍なく均等な配分で

の供給が要請され、これに応えていくためには、業界としての対応が問われる。 

するものではあるが、今回のような広範囲でかつ大規模な災害・緊急事態が発生した場合は、 

4.8 考察・・・突きつけられた課題は大きい 
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各種産業のリスク対策として、ＢＣＰの構築のために、实態とサプライチェーン維持のための対

策―サプライチェーンの断絶等に対するリスク管理の实態（ＳＣＭ：サプライチェーンマネジメ

ント）に加え、实際の損害、断絶が起きても直ちに復旧させるため、日頃よりサプライチェーン

回復を意識した迅速かつ効率的な生産システムをとることにある。 

・つまりこのチェーンが切れることは、完成品・商品が完成せず、顧実に又市場に供給されない

ことを意味する。特に昨今はグローバル化の進展により、このチェーンが複数地域（複数工場）、多

数の国に及び国際間でもこのチェーンが切れると大変なことになる。（企業の供給責任として、取引

先、一般市民に対して企業の社会的責任（ＣＳＲ）の問題にもつながる。） 

１）サプライチェーンシステム 

・ＳＣＭは、中核部品、製品等を全て自社で製造する生産方式に対して、適切な関係で原料、材料、

部品、为要ユニットから最終製品製造および販売までを複数の調達先、1次、2次、3次それ以下

の多数の協力企業があたかも 1つの統合的な生産システムで完成品まで一気通貫で製造できるよ

うな体制と運用の仕組みである。 

・特に従来の系列におけるクローズドな取引の形態をとるものと、系列を超え、広く多角的・国際

的に取引を行うオープンな取引による生産形態をとるものと大きく 2種類がある。いずれもサプ

チェーンが効率的に機能することが求められるが、あまりにずさんな管理の場合は訴訟の対象と

も成る。） 

・チェーンが切れるのは、自然災害要因のみならず社会的・政治的要因、経済的な要因等により発

生する。これらをリスクとして捉えその対応を事前に検討する必要がある。 

 国内での問題もさることながら、国際間取引でのチェーンが切れる事由は、事業の遂行のフェー

ズにもより異なる。 

① 原料に係わるもの・・・出荷・荷揚げ・積み出し設備の事故、交通インフラに関する事故・

災害、通関手続き、政治的な理由による出荷制限、出荷停止（含む租税に絡むもの、禁輸品

扱い等の貿易制限も含まれる）、政治その他の混乱による移送の停止、大量の盗難・強奪等 

② 生産に係わるもの・・・上記に加え、生産開始や生産設備・治工具の輸入・導入に係わる制

限＜法規的なもの、超法規的なもの＞、半製品、部品等の輸入に係わるもの。 

国内の移送に係わるもの。（貿易外の規制等） 

③ 販売に係わるもの・・・国内販売および日本向けおよび第三国向けでの輸出、修理のための

輸入も含め、又各種の商習慣や地域代理店との取引慣行に法的、非法的な制約が加わる等 

２）現代生産・供給システムの中心 

・現在の経営システムはすでに一地域や国境を越えグローバルに展開し、現代の先進的な生産・供

給システムでグローバル調達戦略として、生産戦略として統合され完成された形態である。これ

には、各種の情報・通信システム（ＩＣＴ）や国際的・広域でのロジスティックスシステムの基

盤の基に成り立っている。 

今回の大震災は、既に触れたとおり、集中生産（東日本、東北地方に集中）、大量生産（製品・品

種を限定して生産）、そして多くの協力会社からのＪＩＴ等による効率生産によるメリットが逆手

に取られたともいえる。 

  又、为要生産品目も国際競争下での競争維持のため低価格・大量品の生産は海外移転している一

方、高付加価値で、日本国内でしか、もしくはある特定の工場でしか生産していないようなもの

（先端製品や技術上のノウハウや秘密保持の観点から、サプライチェーンのなかで東北地方およ

び関東地区の工場でしか製造していなかったものが特に大きな影響を受けてきた。これらの製品

は事实上世界中で 1箇所の製造拠点から世界各国のユーザー（サプライチェーンの中核企業へも）

へ出荷されていたのである。たとえ情報システムが機能していても、ロジスティックスが機能し

ていても、生産設備の实質的被害による生産・供給停止は避けられなかった。 

  サプライチェーンの確保、復旧についての対策の見直しはやはり、製品特性や、顧実との関係性

（場合により業界との関係）、市場との関係性でさらに重要度、優先度を吟味・確認した BCP の見

直し、構築が必要となる。もちろん被害ゼロを目指すのでは、膨大なコストがかかるので当然最

適解は見えてくる。 
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 ３）現代の調達・購買システム 

  従来は、製品製造に当たって、自社製造を中核に、グループ企業もしくは系列化した 2 次 3次の

協力会社からの調達・購買システムを基本に運営されてきたが、昨今国際競争の激化に伴い、ま

た積極的な設備投資等による国際競争力強化のため、事業見直しを行い、自社製造・生産を抑え

価格競争力のある部品等を調達したり、ある一部業務を国内・海外を問わず外部リソースを活用

しアウトソーシングすることが進められてきた。特にバックオフィスや IT業務等のノンコアの領

域において進められて生きた。この時点で、アウトソーシング（生産における外部発注のみなら

ず IT分野でのアウトソーシングも広がっていた）の相手先の BCP の確認について、ややもすると

实質的にはブラックボックス化（实態は、契約で対処するよう規定はしてあっても）していたこ

とが明らかとなった。 

  つまり、サプライチェーンでの BCP 管理以前に、調達・購買の姿勢としてチェック機構が甘かっ

たというケースが散見できる。この点でアウトソーシング先に対する強靭性（レリジエンシー）

のチェック（評価、予行演習等）を行わなければならない。 

  このことは、グローバルな海外の国際企業からも求められるようになる。 

 

５. リスクマネジメントとクライシス・マネジメント 

5.1 リスクとリスクマネジメントの対象範囲およびクライシス・マネジメント 

リスクについては、自然リスクとその他の企業を取り巻く経営リスクに大別でき、①経営リ

スクについては ERM（エンタープライズ・リスク・マネジメント）の概念において、ビジネス

を行う上で想定されるあらゆるリスクを対象とし、COSO フレーム（米国公認会計士協会等が

支援する委員会が公表している内部統制の統合フレーム）で決めている。通常は経営リスク

おいて、事業運営および事業継続のリスクを中心に、11 項目（技術・製品要因リスク、市場

リスク、信用リスク、情報システムリスク、レピュテーションリスクが上位を占め、財務リ

スク、業務リスク（オペレーショナルリスクやコンプライアンスリスク等）、人的要因リス

ク、そして自然要因リスク、制度的リスク、不動産リスクの順）を評価している。・・・た

だし、わが国においては、自然リスクが欧米に比して大きいにもかかわらず、過小評価しそ

の対応を限定的にしていたといえる。 

 ・リスクマネジメントにおいても、ウエイト付けにおいて、自然要因リスクはあるものの、

（都市型の大震災の想定は大企業を中心に対策を立てはいたが）、広域に及びリスクの影響の

広がり、ましてや原子力発電所事故に伴う放射性物質の拡散に伴う事業禁止や電力不足に伴

う計画停電等は、通常の自家発電設備等の対応では全く対応できなかった。 

  特にサプライチェーンの途絶は想像の域を超えていた（想定外）といえる。 

 ・クライシス・マネジメントは、事故・事象が発生した後、どのように対応するかであるが、

このマネジメントについても準備不測で混乱が生じたといえる。 

 ・東日本大震災級の大災害（特に産業や産業を支えるインフラストラクチャーの損壊）と特に

電力の供給不足は、個別企業を超え、地方自治体、大都市防災、コンビナートを抱えた工業

都市（川崎、千葉）に大きな衝撃と見直しを迫った。 

 ・特に工業地帯ではその事实があまり公表されていないが、液状化現象におけるコンビナート

地区全体の土壌・地盤の強化、岸壁・埠頭・シーバースを中心とした港湾・荷揚げ機能への

影響はそれなりにあったと推定できる。 

  今後想定される東海・南海・東南海の 3 連動巨大地震の発生に備えるためにはぜひとも活か

さなければならない教訓となった。 

  この点で、生活住民にとかく力点を置きがちな地方自治体、大都市においては、工業施設お

よび都市公共交通機関、公共施設、集実施設等に対するリスク管理も行わなければならな

い。このことは、災害時の避難誘導の体制（備蓄防災用具、備蓄食料・飲料・医薬、避難場

所等）にも大きな見直しが必要となった。 

  企業もその他組織・事業者も非常時の連携・協力体制の重要性が認識された。 
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  地方自治体間の連携の中から、姉妹都市の更なる協力として防災協力等がより積極的に句に

直されてきた。・・・緊急避難場所、仮設、移住の協力等があげられた。 

5.2 産業集積と分散の意味するもの 

 １）広域で眺めると、従来限られた範囲地域に限定して企業・事業所は BCP を策定、運用し、防

災訓練にも生かしてきたが、今回の大災害およびこれに伴う事業の中サプライチェーンの途

絶から、東日本・西日本地区内、日本全体、場合によりアジア地区の中で産業立地や産業集

積、個別には企業の工場立地についても事業の観点から見直す必要が出てきた。 

２）産業集積のメリット、デメリットを再度検証しなおす必要もある。経済学、経営学における

「集積の経済」（もともとは、英国のＡ．マーシャルに始まり、米国のＰ．クルーグマン等に

よる分析）に対し、自然リスクが相対的に大きい日本での経済・経営の適用のモデルを見直

すこととなる。純地理学的なものではなくまた純経済学的なものでもない、地域経済の再生

と復興も視野に入れたものとなる。当然、集積と分散の最適解を求めようとする中で、その

地理的範囲をどのように定義するか、従来と異なった、高度化したロジスティックスシステ

ムと情報・通信システムの発達とを考慮したものとなり、日本のみでの検討ではなく、隣接

国との関係も含めた物とならなければならない。 

5.3 情報通信システムが意味するもの 

 ・情報通信システムが被った被害と社会・産業に与えた影響は、従来の想定を超えるものであっ

た。被害および影響についてはすでに一部紹介したが、個別企業にとって、情報・通信システ

ムの脆弱性が明らかとなったところが大手企業でも続発し、現在話題となっている「クラウ

ド・コンピューティング」への移行の検討が増えている。 

・景気が低迷する中、企業は情報通信システム等への情報設備・ソフトウエア等（情報システ

ム、データベース、各種重要経営情報、重要ソフトウエアを含むソフトウエアに対する保全・

災害対応を含む全般）への投資は、生産拠点の分散化、サプライチェーンの複線化など情報

系・調達系のロバスト化（頑健性、冗長性）に消極的であった。これがまさに顕在化した。 

・上記の「クラウド・コンピューティング」が必ずしもリスク対策に万全かといえばそうではな

く、情報の機密性、保護から見て、クラウドの先が海外のサーバのみであっては困るわけであ

る。コストを考慮しながらのロバスト性の強化も考慮しなければならない。 

・今回は、携帯電話の不通が大きく、安否確認をはじめ個人に密着した部分で大きな問題を露呈

した。一方、企業としてはインターネットの被害が尐なく、この点でシステムは利用でき、こ

の点からの情報の発信、入手には問題は尐なかった。 

 この点で、原子力発電事故関係を除き、情報は国内のみならず、海外に発信され、的確な報道

も含め概ね問題がなかった。このため被災状況は的確に把握できたといえる。各企業において

も 1 日程度で情報収集および解析は出来ていた。 

 

5.4 生産システムとしての JIT と在庫（原料・部品、製品） 

 生産システム（産業毎に異なるが）において、特にわが国の为要産業である自動車産業、電子・

エレクトロニクス産業そして素材産業としての化学産業を対象とする。 

5.4.1 自動車産業では、岩手県内陸部にトヨタ系（関東自動車等）およびその関連企業が立地し、

宮城県ではセントラル自動車、ケーヒン、福島県では日本ブレーキ、日昌製作所、日産自動

車、信越化学工業、茨城県では日立オートモーティブシステムズ、ルネサスエレクトロニクス

等が立地していた。地震ならびに津波被害は、ルネサスエレクトロニクスを除いて比較的軽微

であった。ほぼ 4 月には生産開始、6 月稼働率が向上した。自動車関連ではかなりの回復スピ

ードによりサプライチェーンの回復が図られたものと推測できる。ただし、重要部品が途絶え

たため完成車の段階では大きな影響を受けた。 

 今回のような場合での在庫積み増しがどの程度、完成車メーカーにとって BCP 上効果をもたら

すかは、不明であるが、一律の在庫積み増しはあまり意味がなく、復旧度合いおよび協力会社
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の対応能力により異なる。JIT はあくまで完成品および一次協力会社等にとって効率向上につ

ながるが、末端の部品加工業にとってはそれほどの効果はない。むしろ各協力会社間の原材

料、中間製品、部品の在庫量の情報が適切に管理できていれば BCP 上である程度対応できるも

のと考えられる。ただ高級車の製造には大きな影響がでた。 

 自動車産業では、安全保安部品については、完成車メーカーの認証取得等で、この取得にも時

間が掛かるため、代替生産は容易ではない。 

 関連で、工作機械業界にも影響がでた。岩手及び福島県ではシチズンマシナリーミヤノ、日本

オートマチックマシン、千葉県では森精機製作所（伊賀工場に一部生産移管）等である。 

このほか、電線ケーブルやゴムホース等の部品も影響を受けてきた。生産形態が、従来のツリ

ー型形態からメッシュ状の二次、三次協力会社か複数の完成車メーカーと取引をしてきて 

おりサプライチェーンが完成品メーカーとの一体のものではなくなってきている状況も影響を

大きくした。 

5.4.2 エレクトロニクス産業 

 エレクトロニクス産業では、岩手県でミスズ工業（半導体関連）、宮城県ではソニーケミカル、

ソニー・インフォメーション・デバイス（液晶パネル）、メイコー（プリント基板）、東京エ

レクトロン（半導体製造装置）、福島では、信越化学工業、メイコー、エプソントヨコム、茨

城県では、日本 TI、ルネサスエレクトロニクス、日本ケミコン等が被災した。ルネサスと日本

TI は復旧に時間が掛かった。ボトルネックとなる材料、原料としてシリコンウエハー、過酸化

水素、ITO、液晶パネル製造、電解銅箔、アルミ電解コンデンサー、マイコン等が大きく影響

を受けた。特に車載用エレクトロニクス製品が自動車産業に影響した。 

 この部分では、JIT ほどではないが製造元の出荷検査も含め間接製造部門へも影響が及んだ。 

5.4.3 化学産業 

 化学産業においては、汎用プラスティックスを製造する事業と機能性・特殊精密化学品を製造

する事業とは異なるが、前者では三菱化学㈱鹿島工場の被害が大きく、PE,PP,ABS、ウレタン

等の自動車用各種部品の素材の供給が停止し、また機能性・特殊精密化学品では、三菱ガス化

学の過酸化酸素、日本合成ゴム（JSR）のレジスト、ゴム等の供給停止、エレクトロニクス用・

半導体用レジストをはじめ各種の特殊化学品の生産停止が大きく影響した。今回は、鹿島コン

ビナートならびに千葉県のコスモ石油、宮城県のJX日鉱日石仙台製油所の被災等エネルギー分

野にも及ぶものであり、産業集積であるコンビナートの被災が及ぼす他社への影響として他社

に影響する BCP についても見直しが行われる。 

5.5 ロジスティックスについて 

 ・ロジスティックスについては、製造業および一部小売・サービス業について分析してみる。 

 製造業においては、原料系の物流として、港湾施設ならびに高速道路網および空路（空港施設）

の被災が影響するが、高速道路網はほぼ無事であり为要地域、为要の自動車、エレクトロニク

ス関連企業は、为軸である東北縦貫道の近辺に立地していたため大きな影響はなかった。ただ

し、为軸から山岳、丘陵をへて三陸等の太平洋岸への道路が寸断されたため、協力企業（中小

企業を中心）には大きな影響が生じた。また、地産地消型の企業にとっては、原料そのものの

手配も含め大きな問題を抱え、再開までには大きな時間が掛かった。 

・港湾関係の被害は大きく、製造業より水産業への影響が大きかった。製造業にとっては、鹿島

地区、塩釜地区を初め岸壁、ガントリー・クレーン、入荷・出荷バースの損壊とその復旧が重

要であり、本格的な復旧には時間が掛り、この部分でのＢＣＰの対策も大きな見直しとなる。

製造場所から遠く離れた港湾施設までの陸送が必要となり、道路とコスト、時間との戦いとな

った。 

・空港関係では、仙台空港の被災が大きく、緊急物資の輸送等では、花巻空港、山形空港をはじ

め地方空港が役割を代替してくれたといえる。この意味でＢＣＰでの対応だけでなくても代替
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ルートの活用は常に考慮しておくこととなる。（ただし、これらについての中長期でのコスト

計算はやはり必要である。） 

5.6 生産戦略と購買戦略（自社製造か外部調達か） 

  生産戦略として、すべて自社で製造する自前生産方式（現在はこの方式を踏襲する企業は、世

界中でもまれである）から、すべて他社に OEM で製造してもらう完全外部委託（アウトソーシ

ング、ファブレス工場：企業）までいろいろな形態がある。 

今回の大震災で、この形態の中で特に他社依存後が高いと企業において特別な、特殊な問題は

発生していなかったようである。もちろん自社製造比率が高く、そのうち東日本各県に多数の

生産拠点を有していた企業での影響は大きかったといえる。 

 この中から、調達戦略の見直しにおいて、外部委託を内部に切り替える動きはそれほどない。

むしろ分散化の要請から、国内のみならず、海外での生産拠点の立地を検討する動きは増大し

ていく傾向にある。さらに昨今の超円高は、投資効率を上げるため、この方向へのシフトは進

まざるをえない。一方で、国内製造業の空洞化の増大と裏腹となる。 

 

6． グローバル化社会の影響とその最小化（適切化） 

 大震災とグローバル化は本来つながらないものではあるが、事業継続（製造、販売等）の観点か

ら、そしてマーケット（海外顧実からの要請も含め）の圧力により、企業ならびに産業において、

そのあり方が問われて来ている。 

・大震災による BCP のひとつとして、サプライチェーンの強化・見直しと新たなサプライチェーン

の構築（サプライチェーンの複線化）が急務となってきた。この後ろには、TPP 問題も絡み、さ

らに一部ではレア・アースの供給問題も関係しているのが实情である。このための検討課題とし

て、①グローバル化をサプライチェーンの複線化のひとつと考える。当然、TPP 等の貿易、資本、

労働、知財、法律、非関税障壁（レア・アース等の輸出規制、交際規制の 2 重スタンダードの撤

廃等の共通化等により障壁を下げる努力も応援していく。 

 ②グローバル・サプライチェーンそのものの機能強化と強靭性、頑健性を持ったものとするＢＣ

Ｐが必要となる。この先には、③ＢＣＰ構築の国際標準化もありえる。この内容として、品質や

検査標準のみならず、情報セキュリティ・マネジメントシステム、労働安全マネジメントシステ

ム、CSR等に関するマネジメントシステム類と同様にISO関連標準にまで進めることもありえる。 

6.1 サプライチェーンの強化・見直しと複線化 

 サプライチェーンの強化においては、既存の取引先（三次、四次下請けまでも含めた）との情報

共有とサプライチェーン維持のための相互信頼、協力体制の強化が挙げられる。ただし、一方的

な強化は、管理費を含むコストアップとなるため、再度協力会のような組織の見直し、活性化も

必要である。完成品メーカーのみが繁栄するビジネスモデルは通用しなくなったといえる。 

 複線化として、コスト意識の元に、経営戦略（販売戦略と製造戦略の組み合わせ）に基づく、事

業継続に不安を最小限にする取り組みが必要となる。当然下位戦略である調達戦略に反映される

ものである。 

6.2 グローバル化との程よい距離間 

 グローバル化は一方で、最適効率（市場と生産拠点と原料調達等）の地点で生産を行うようなグ

ローバル化（集中化：グローバル調達）と、ある程度の分散的生産（消費地の事情に即した製品

つくり）そしてすべて国内生産で輸出が为体となる経営戦略等があり、現实的にはこの中での組

み合わせ、程度問題となる。顧実（最終完成品メーカー等）とのビジネスの中で両者にとって、

または自社にとって都合のよい選択肢を選び实行することとなろう。今回の経験から、自然リス

クのみを過大評価することは避けなければならない。 

国際経済は、大きな転換点にきており、より柔軟な経営戦略における対応が望まれる。 

6.3 グローバル化に抗する力 

一方で、地産地消を推進するため、グローバル化を避けることも選択肢としてある。国内の他社

がグローバル化を思考する中で、確固たるサプライチェーン（地域限定）を構築することもあり
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うる。 

その場合は、製品・サービスの質を重視し、必要とする顧実に対して（海外も）、プレミアム価格

で販売するようなビジネスモデルを構築することとなる。当然サプライチェーンの組み方、BCP

における協力する相手もそれにあったものとする。 

 

7． 復興ビジョンとそのための対策 

  復興に当たって、街づくり、住民の生活レベルでのビジョン作りは進んでいるが、やはり一番大

切なのは、生活者は一方で生産者でもあるつまり自営業であろうが、雇用されようが働く場所が、

競争力を持って、さらに働く人の希望と目的が得られるようなビジョンが必要である。 

このためには、1－2 年の短期的なものから 5－10 年の中期的なもの、そして人口動向を念頭に置

いた 20 年－50 年長期ビジョンを策定し、同意を得なければならない。この場合、現在 60 歳以上

の方々でなく、２０－30 歳代の人が中心となり 20 年後、30 年後までを視野に入れた復興ビジョ

ンならびに計画でなければならない。 

地域を中心として、産業の組み換えを基にした産業・地域復興とする必要がある。 

そのための前提をいくつかあげる。 

１）産業復興において、ⅰ）グローバル企業、大企業およびその系列企業の観点、ⅱ）地域の地

産地消型の企業（食品および地域特産品等）およびコミュニティの生産（これには、農・畜産・

林業、水産業（漁労と養殖等））が成立できる観点、そして全国ではないが、かなりⅲ）広範囲で

ビジネスを行う中堅・中小企業の観点を 3 つの観点から考える。 

２）産業とコミュニティを意識した復興計画（都市部の大手コンサルティング企業によるものでな

く、なるべく地元コンサルティング、地元金融機関等地元事情を認識した人の手による計画作り

が重要である。（地元大学も加わればさらによい）。 

３）新たなビジネス（医療、福祉、観光、情報ビジネス等）の創造または既存産業の革新・新たな

ビジネスとの融合を前提とした産業政策でのプラン作り。 

４）生活者が豊かな社会を夢見られる、小都市・町・集落インフラを整えられる。 

  娯楽と文化的なサービスが享受できるもの。（箱物の設備ではなく、ITを利用した情報リッチな

仕組み）を必ず加える。 

以上を前提にした復興プランを考えるべきであり、いわゆる「都市計画的」なものではなく、「雇

用」があり、かつ若者が長期にわたって、安定的に働ける場所、「コミュニティ」を構築すること

である。 

また、BCP の見直し作成に当たっては、①産業活動では事業所レベル、企業全体レベル（これには

グローバル・サプライチェーンも含んだもの、関係会社を含んだもの等）、産業・業界レベル、で

考える視点と、行政等の視点で考える②コミュニティ活動でのレベル③基礎自治体レベル、④都

道府県レベルの 3つのレベルで合計 4つのレベルがある。 

この点で、高齢化の対する優遇より若者に対する指導、支援的なものが必要となる。 

 

現状、物理的な支援として、ボランティア（若者、女性、外国人等が中心的である）や、NPO,NGO

の役割が大きいが、いずれにせよめどが立てば本来の土地、国へ戻っていく事を認識して計画を立

てることとする。 

１）復興プラン・・・特区の設定で、企業が戻り、又は新規に起業できる条件・環境を整える。 

      ・・・まず自活できる製品、サービスの合理化、 震災グッズの製造販売。 

・・・従来の組み立て加工型、サプライチェーン/グローバル・サプライチェーンでの

ビジネス拠点の復興を図る。 

      ・・・出来れば、知識集約型の仕事を構築する。 

（安い土地、事業納税の減免措置の導入） 

・・・生活費が安く済むコミュニティ地産地消型産業との組み合わせを進める。 

・・・農協や漁協を活性化し、また高齢者も何らかの役割を持って生活できる 

基盤を整える。  
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・・・防災拠点としての構築物を再建するにしても、行政サービスや医療サービス、

福祉サービスがワンストップで出来るような組み換えを行う。 

・・・尐人数の孤立集落を再編し、コミュニティとして機能する仕組み作り。 

・・・広域・中核都市の形成において、情報・コミュニケーションとしての金融機関

（預貯金、年金受給、保険取り扱い等）、郵政事業の一体化。 

・・・エンターテイメント施設、若者のためのスポーツ施設（従来は高齢者向けとな

ってしまった）文化・福祉および初等教育・幼児教育と年金生活者が共同でき

る。ミニ施設による中心市街地の形成を目指す。 

＜都会的なインフラ整備がなされなければ若者はみな都会へ出てしまい、いくらき

れいな復興プランを立てても利用されなくなる。＞ 

・・・企業のサプライチェーンの保全と強化のためには、経営規模の異なる企業でも

一定のビジネス・インフラが利用できる体制と支援を行う必要がある。＜税務

サービス、法務サービス、金融サービス、ビジネス・インキュベーション・サ

ービスの拠点を構築する。＞ 

・・・ハード志向を改めソフトパワーが生み出され、いかせる場を構築する。 

       ただし、短期的には必要最低限のインフラ整備は必要である。 

        ＜土建国家からの決別を行う必要がある。＞ 

・・・東北芸術家村、東北スポーツ村、東北医療センター（海外からも患者を受け入れ

ることが出来る最先端医療サービス村）、中等・高等教育の活性化を図り、優れ

た人材の育成・支援を都道府県を超えたより広域での教育・研究サービスを開発

提供する村等をビジョンとして掲げる。 

      ＜東北高等行政学院、高等農林水産・バイオ研究学院、東日本・北東文化 

学院等を再編して技術・文化の拠点を作る。・・・東北大学、岩手大学、山形大

学、秋田大学、青森大学、福島大学等の大学の統合化と再編も視野に入れる。

＞ 

・・・放射性物資で汚染され長期使用が困難な土地は長期（50年-100 年単位） 

借り上げを行い、自然エネルギー開発、生産・供給拠点へと転換させる。 

   ・・・農業、酪農、又林業で有為な人材に対しては、別の土地を手配して、 

技術・ノウハウが利用できる仕組みとする。（この場合、故郷からの一時 

移転も当然視野に入れたもののする。） 

 

8． 結論 

8.1ＢＣＰは 1 社単独では完成しない 

 ①従来の BCP はとかく狭い範囲又は、自社の事業所レベルでのリスクを想定したものであり、

広域で、重層的・複雑なビジネスの現状を見据えたものでなく、しかも情報系の部署と業務

遂行部署との関連が十分には調整されていなかった。 

  今後の BCP 見直しにおいては、企業戦略、事業戦略を踏まえた、より現实的なリスクマネジ

メントにもとづいたものとすべきである。 

  この中には、自社生産－外部調達（外部委託も含め）の選択、事業の中核製品の確認と災害

時の対応、復旧の管理としてのクライシス・マネジメントでの対応策も設定することが重要

となる。 

③ 企業の BCP は、このためサプライチェーンに関係する各社との連携・調整がより重要となる。

この中でグローバル化した企業は、海外の子会社・生産拠点との BCP のすり合わせや、为要

顧実、サプライヤー等のサプライチェーンの関係企業とも調整しておかなければならない。 

④ また地域での事業活動をするにあたっては、中核となる事業所は、地元基礎自治体との BCP

に関して必要となる防災情報等の共有、備蓄や災害時の協定等も行う必要が認識された。こ

の意味で地域産業継続計画（ＲＣ-ＢＣＰ）の立案も要請される。 

⑤ 国内自治体、基礎自治体レベルでの姉妹都市協定は、防災協定へと進化してきている。この
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推進をさらに図る必要がある。 

8.2 産業毎の産業集積の見直し 

 広域の災害と産業を跨り、又は産業全体としてのサプライチェーン中断による被害は、従来の

工業団地、コンビナートのあり方に一石を投じたといえる。 

産業集積のメリットの半面に、業界全体で一時的に事業活動（生産活動を中心に）が中断する

ことは想定していなかった事態である。特に、原料段階、加工段階、組み立て段階でもそれぞ

れサプライチェーンが大きく途絶する事態を受け、国際的なサプライチェーンにもかかわり、

各国の生産活動に支障をきたすことは、まさに想定が問いえる。 

これらの事態をもとに、産業毎に異なるが、産業集積と分散の考え方・基準の見直し、複数事

業所での分散生産（従来の大量生産方式を前提とした工場立地の見直し）が行われることとな

る。商品も各国別に決めの細かい生産対応や情報技術の進歩により従来のような大量生産方式

の見直し、ロジスティックスの進化等も行われる中で、新たな産業集積論が起こることとなる。 

8.3 リスクマネジメントとしてのＢＣＰ 

 リスクマネジメントにおいて。各種のリスク評価と優先順位が取られ、各企業は BCP としてま

とめてきたが、「本来日本は自然災害大国である」ことを一瞬忘れ、又はリスク評価の基準に欧

米基準を導入し、人為的な社会・政治・経済的なリスク（たとえばテロ等）に重点を置きすぎ

たことを反省することとなった。 

リスクは当然、すべて回避するものではなく、復旧までの時間やコスト、その他の経営資源と

の関係で優先順位は決まるが、リスク回避策としての金銭的な対応（保険）や契約でうたった

安心（情報システムにおけるサービスアグリーメント等）ということはなく、広域であればな

おさら、自律的な、自己対応能力が求められる。 

BCP の作成、準備と同時にクライシス・マネジメントによる緊急・实際的な対応策の準備も必

要となる。 

今回はこの点で東京電力の福島第一原子力発電所においては、まともなクライシス・マネジメ

ントと対策が出来ておらず、全て後手に回ったことが明らかとなった。 

8.4 サプライチェーン・マネジメントの見直しとグローバル戦略の再考 

 サプライチェーン・マネジメントについて特に、グローバル・サプライチェーン・マネジメン

トの構築においては、企業のグローバル戦略そのものであり、国際競争力と国際政治や社会の

動きを見た上での判断となろうが、今回のようなサプライチェーンの中断は、諸外国、为要顧

実にとっても大きな問題（売り上げ減、収益減、株価低下、結果としての経営責任を問われか

ねない）となりうる。このため、一箇所のみでの製造に関して、見直しを迫られることが予想

される。 

これらも考慮した、見直しにより BCP もグローバルなものとならざるを得ない。 

8.5 地域再生 

・地域再生は、中央政府や地方自治体の指導ではなく、基礎自治体又は地域（集落等）、コミュ

ニティレベルからの雇用と事業創出を目指した、再生プランが出されなければならない。 

・資金の提供ではなく、永く、若者が就業できる環境、安心して、文化的レベルも高いミニ都

市インフラストラクチャーも整備されなければならない。 

・生活する、特に将来を担う若者、成人が生き生きした生活と労働環境を整えることが大切で

ある。高齢者向けの政治的な配慮はやめなければならない。 

・市民、国民も限られた財源の中でより効率的、長期的な意味のある資産形成につながるプラ

ンと实行がなされるため、理解し、納得していくことが期待される。 

 

以上 
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